
- 1 -

参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の

提出を求める公示

平成２２年 ６月１０日

国土交通省関東地方整備局

国営アルプスあづみの公園事務所長

湯 澤 将 憲

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請する。

１．当該招請の主旨

本業務については、国営アルプスあづみの公園事務所庁舎等の施設の警備をセ

ンサー等の機器を使用して行うもので、現在セコム上信越株式会社が本業務を実

施している。

したがって、現在当該各施設にはセコム上信越株式会社のセンサー機器が設置

されており、引き続き当該機器を使用して警備業務を行うことを想定してセコム

上信越株式会社を契約の相手方とする契約手続を行う予定としている。

以上により、当該法人以外の者で下記の応募要件を満たし本業務の実施を希望

する者の有無を確認する目的で参加意思確認書の提出を招請する公募をするもの

である。

、 、応募の結果 ３.の応募要件を満たすと認められる者がいない場合にあっては

セコム上信越株式会社との契約手続に移行する。

なお、３.の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、セコム

上信越株式会社と当該応募者に対して企画競争による企画提案書の提出を要請す

る予定である。

２．業務概要

（１）業務名 平成２２年度庁舎防犯管理業務その２

（２）業務内容

本業務は、国営アルプスあづみの公園事務所において、既設置警報機器等

を使用し、受注者と一般公衆回線により接続する自動画像監視方式等による

警備を行い、夜間及び休日等職員不在時の庁舎内を常時監視し、盗難及び火

災の予防や早期発見並びに被害の拡大を防止するものである。

また、異常事態発生時においては、速やかに現場に急行し適切な処置を行

うとともに当事務所担当者に連絡し、現場の状況に応じ、関係各署への通報

を行うものとする。

（３）履行期限 平成２３年３月３１日

（４）履行場所 長野県安曇野市穂高牧１４９－１２

関東地方整備局 国営アルプスあづみの公園事務所
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３．応募要件

（１）基本的要件

① 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条

の規定に該当しない者であること。

② 関東地方整備局長から本手続きの参加意思確認書の提出期限から当該業務

の随意契約の見積時までに指名停止を受けている期間中でないこと。

③ 都道府県公安委員会より警備業の認定を受けており、機械警備業務の届出

書を都道府県公安委員会に提出していること。

（２）技術力に関する要件

① 企業の同種業務の受注実績

参加意思確認書を提出する者は、以下に示される「同種業務」において、

平成１６年度以降に完了した業務において、２件以上の受注実績（再委託に

よる実績は含まない ）を有していること。。

なお、複数年度にまたがる契約については、それぞれの年度を１件として

数えることができる。

【同種業務】

国、地方公共団体において警備履行場所に警報機器等を設置し、当該装置

により夜間及び休日等当該職員不在時の当該施設を常時監視し、盗難、火災

及びその他異常事態の発生を未然に防止し、異常事態発生時には、現場の状

況に応じて、関係各署への通報を行う業務。

（３）警備設備に関する要件

警備に必要な機器等は、現在各施設に設置されている警備機器等を使用す

ること。なお、現在設置されている防犯機器の所有権、著作権及び著作者人

格権（同一性保持権）等を侵害しないことを証明する書類を提出すること。

（４）業務執行体制に関する要件

① ２４時間３６５日緊急時対応及び連絡体制を確保すること。

② 請負者が異常情報を受信した時は、請負者緊急要員は２５分以内に警備履

行場所に急行できること。

５．手続等

（１）担当部局

① 契約関係

〒399-8305 長野県安曇野市穂高牧１４９－１２

関東地方整備局 国営アルプスあづみの公園事務所 総務課総務係

電話 0263-83-8671 ＦＡＸ 0263-83-8675

② 業務内容関係

①と同じ

（２）説明書の交付期間、場所及び方法

平成２２年６月１０日から平成２２年７月３０日まで
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（土曜日、日曜日及び祝日は除く ）。

交付時間は、９時００分から１７時００分まで。

交付場所は （１）②に同じ。貸与による（後日返却のこと 。、 。）

（３）参加意思確認書の提出期限、場所及び方法

提出期限は、平成２２年７月１日 １６時００分までに必着とする。

提出場所は （１）②に同じ。、

提出方法は、持参、郵送（書留郵便に限る ）またはＦＡＸ（事前に担当。

部局に連絡を入れること）とすること。

６．その他

（１）手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

（２）関連情報を入手するための照会窓口 ５（１）に同じ。

（３）当該応募者に対して企画競争実施のための企画提案書の提出を要請する際

の提出予定期限：平成２２年７月２３日 １７時００分

（４）国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格 「役務の提供等」のＡ、Ｂ、）

Ｃ、Ｄ等級に格付けされた関東・甲信越地域の競争参加資格を有していない

者も５（３）により参加意思確認書を提出することができるが、その者が企

画提案書の提出者として選定された場合であっても、企画提案書を提出する

ためには、企画提案書の提出の時において、当該資格を有していなければな

らない。

（５）詳細は説明書による。


